
▼
支
給
金
額

市
民
一
人
あ
た
り
５
千
円

が
現
金
で
給
付
さ
れ
ま
す
。

▼
支
給
対
象

小
田
原
市
に
住
民
登
録
の

あ
る
全
市
民
で
、
年
齢
や
所

得
制
限
は
あ
り
ま
せ
ん
。

▼
支
給
通
知

具
体
的
な
申
請
方
法
や
支

給
時
期
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、

後
日
、
市
か
ら
案
内
が
あ
り

ま
す
。

本
事
業
の
事
業
費
は
約
11

億
円
で
、
そ
の
全
額
が
国
か

ら
の
交
付
金
（
財
源
）
で
す
。

市
の
一
般
財
源
を
使
わ
ず
に

実
施
で
き
る
こ
と
か
ら
、
将

来
の
市
財
政
へ
の
影
響
を
抑

え
な
が
ら
、
迅
速
な
生
活
支

援
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

こ
の
事
業
の
財
源
と
な
る

「
物
価
高
騰
対
応
重
点
支
援

地
方
創
生
臨
時
交
付
金
」
は
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
食
料
品
価
格

等
の
物
価
高
騰
の
影
響
を
受

け
て
い
る
生
活
者
や
事
業
者

を
支
援
す
る
た
め
、
国
が
令

和
７
年
度
補
正
予
算
で
措
置

し
た
地
方
自
治
体
向
け
の
交

付
金
で
す
。
各
自
治
体
は
、

地
域
の
実
状
に
応
じ
て
、
こ

の
交
付
金
を
活
用
し
た
独
自

の
支
援
策
を
実
施
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

避
難
所
に
お
け
る
被
災
者

の
状
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サ
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の
提
供
な
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に
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。
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、
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滞
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の
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が
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定
さ
れ
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大
正
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関
東
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で
は
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悪
の

場
合
、
多
く
の
人
的
・
建
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が
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定
さ
れ
て
い
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。
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想
定
で
は
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で
死
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約
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０
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、
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棟
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０
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富
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が
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火
し
た
場
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、
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の
一
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地
域
に
溶
岩
流
が

流
入
す
る
可
能
性
や
、
大
量

の
降
灰
に
よ
り
市
民
生
活
に

影
響
が
出
る
可
能
性
が
あ
り

ま
す
。

同
計
画
で
は
、
噴
火
の
種

類
を
「
溢
流
的
噴
火
（
溶
岩

流
が
流
れ
出
す
タ
イ
プ
）
」

と
「
爆
発
的
噴
火
（
火
山
灰
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が
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市
で
は
、
１
月
21
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の
市
議
会
臨
時
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で
補
正
予
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が
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決
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れ
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こ
と
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、
現
在
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支
給
事
務
を
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、
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開
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。
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地
震
被
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想
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ど
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、
よ
り
実
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性
の
あ
る
防
災
対
策
に
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る
た
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の
改
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で
す
。
主
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点
を
お
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の
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新
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想
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議場で提案説明を行う加藤市長
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未来につながるまちづくり

令和８年の始動

■小田原市立総合医療センターが５月に開院

市立病院に代わる「小田原市立

総合医療センター」が、今年５月

に開院します。

新病院は、病床数406床を備え、

診療科は従来の28科に加え、歯科

口腔外科と緩和ケア外科が新設されます。

病室は個室を多く確保し、一人ひとりのスペースが

広くなります。

また、手術室は８室から10室に増設されるほか、周

産期・小児医療では、新生児集中治療室に加え新生児

治療回復室を整備し、妊娠・出産から子どもの治療ま

で、より安心できる医療体制の充実が図られます。

■城山多古線・小田原山北線が春に開通予定

都市計画道路「城山多古線」と

「小田原山北線」は、県西地域北

部と小田原市立総合医療センター

から小田原駅西口を結ぶ重要なア

クセス道路として、県が平成25年

から一体的な整備を進めています。

整備区間は、久野地区の山神下交差点から多古地区を

経て、穴部駅入口交差点までの延長約1,000ｍです。

完成により、小田原市中心部へのアクセス機能が強化

されるほか、1日約14,000台（平成29年調査）を超える

交通量がある上多古交差点付近の朝夕の慢性的な渋滞が

解消される見通しです。

■市内初の公立認定こども園「たちばなこども園」開園
小田原市は、橘地域における幼

児教育・保育環境の充実を図るた

め、市内初となる公立認定こども

園「小田原市立たちばなこども園」

を今年4月に開園します。

下中幼稚園と前羽幼稚園を統合し、幼稚部と保育部

を併せ持つ施設として整備します。

園舎は木造２階建てで、地域産木材を活用した温も

りのある空間とし、定員は92人です。

子育て世帯の多様なニーズに応える拠点として、子

ども主体の教育・保育を大切にし、地域と連携した質

の高い幼児教育と保育が提供されます。

■ 小田原市総合計画 第１期実行計画がスタート

第７次小田原市総合計画 第１

期実行計画が令和８年度からスター

トします。

総合計画は、おおむね20年先を

見据えた「基本構想」と具体的な

取組を示す「実行計画」の二層構造となっています。

４月から始まる実行計画の計画期間は令和８～10年

度の３年間で、基本構想で掲げる「誰もが笑顔で暮ら

せる、愛すべきふるさと小田原」の実現に向け「成果

目標」や「３年間で取り組むこと」「主な取組」など

を定めます。

※現段階の行政案は、市ホームページで確認できます。

■橘地域で自動運転の実証実験を開始

神奈川県、小田原市、㈱

本田技術研究所の三者は、

協定に基づき、交通課題の

解決に向けた自動運転技術

の実証実験を橘地域をフィー

ルドとして２月２日から実施します。

バスやタクシーの運転手不足が進む中、買い物や通

院など日常の移動手段の確保の課題に対して、自動運

転技術の有効性を検証していきます。

実証実験は、安全性に配慮しながら進め、2031年ま

でに、起伏の変化がある小田原の既存の道路環境にお

いて、自動運転技術の確立を目指します。

■全国に先駆けて電力の地産地消が本格化

小田原市は、市内で発電した再

生可能エネルギーを有効活用する

「電力地産地消」を本格化させる

ため、令和６年９月に、東京電力

パワーグリッド(株)、東京電力ホー

ルディングス(株)、湘南電力(株)と連携協定を締結し

ました。

地域で生まれた電力を地域で効率良く使う新たな仕

組みを作ることで、市内の再生可能エネルギーの導入

促進や電力料金の地域外流出の抑制を図り、市が掲げ

る2050年までの脱炭素社会、2030年までのカーボンハー

フの実現を目指します。

城山多古線
新設トンネル

完成イメージ 三者による締結式
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クセス道路として、県が平成25年

から一体的な整備を進めています。

整備区間は、久野地区の山神下交差点から多古地区を

経て、穴部駅入口交差点までの延長約1,000ｍです。

完成により、小田原市中心部へのアクセス機能が強化

されるほか、1日約14,000台（平成29年調査）を超える

交通量がある上多古交差点付近の朝夕の慢性的な渋滞が

解消される見通しです。

■市内初の公立認定こども園「たちばなこども園」開園
小田原市は、橘地域における幼

児教育・保育環境の充実を図るた

め、市内初となる公立認定こども

園「小田原市立たちばなこども園」

を今年4月に開園します。

下中幼稚園と前羽幼稚園を統合し、幼稚部と保育部

を併せ持つ施設として整備します。

園舎は木造２階建てで、地域産木材を活用した温も

りのある空間とし、定員は92人です。

子育て世帯の多様なニーズに応える拠点として、子

ども主体の教育・保育を大切にし、地域と連携した質

の高い幼児教育と保育が提供されます。

■ 小田原市総合計画 第１期実行計画がスタート

第７次小田原市総合計画 第１

期実行計画が令和８年度からスター

トします。

総合計画は、おおむね20年先を

見据えた「基本構想」と具体的な

取組を示す「実行計画」の二層構造となっています。

４月から始まる実行計画の計画期間は令和８～10年

度の３年間で、基本構想で掲げる「誰もが笑顔で暮ら

せる、愛すべきふるさと小田原」の実現に向け「成果

目標」や「３年間で取り組むこと」「主な取組」など

を定めます。

※現段階の行政案は、市ホームページで確認できます。

■橘地域で自動運転の実証実験を開始

神奈川県、小田原市、㈱

本田技術研究所の三者は、

協定に基づき、交通課題の

解決に向けた自動運転技術

の実証実験を橘地域をフィー

ルドとして２月２日から実施します。

バスやタクシーの運転手不足が進む中、買い物や通

院など日常の移動手段の確保の課題に対して、自動運

転技術の有効性を検証していきます。

実証実験は、安全性に配慮しながら進め、2031年ま

でに、起伏の変化がある小田原の既存の道路環境にお

いて、自動運転技術の確立を目指します。

■全国に先駆けて電力の地産地消が本格化

小田原市は、市内で発電した再

生可能エネルギーを有効活用する

「電力地産地消」を本格化させる

ため、令和６年９月に、東京電力

パワーグリッド(株)、東京電力ホー

ルディングス(株)、湘南電力(株)と連携協定を締結し

ました。

地域で生まれた電力を地域で効率良く使う新たな仕

組みを作ることで、市内の再生可能エネルギーの導入

促進や電力料金の地域外流出の抑制を図り、市が掲げ

る2050年までの脱炭素社会、2030年までのカーボンハー

フの実現を目指します。

城山多古線
新設トンネル

完成イメージ 三者による締結式


